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　超音波を用いた野球肘検診や予防指導の介入が野球肘の発生を明確に減らしたという報告は

みられない．今回同一自治体で 4 年連続行なった検診結果から事業の効果を検討した．2011 年

度から 14 年度に実施した富山県黒部市内小中学生全野球選手の野球肘検診で 2 年連続受検した

選手のうち，「内外側とも所見なし」から「1 年後内側もしくは外側小頭部に所見が出現した」

のは 11 年から 12 年 33.9%，12 年から 13 年 22.3%，13 年から 14 年 26.4%，「内側のみ所見あり」

から「1 年後外側小頭部に所見出現」は 5.9%，6.9%，3.1%．外側小頭部に所見なく 1 年後に同

部所見が発生した選手は 5.3%，3.1%，2.5% であった．所見の新規発生率が年々減少したことは

野球肘検診時に行なった予防指導介入に効果があった可能性を示唆する．しかし有意差はなく

母集団も少ないことから引き続き検討を要する．
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【緒　　言】

　超音波機器を用いた野球肘検診が広まりつつあり，

上腕骨小頭障害や内側部野球肘の有病率に関する報

告が増えている．野球肘検診事業は，異常所見の初

期段階を発見するスクリーニングを中心にしたもの

と予防指導を併用したものに大別されるが，連続受

検者を対象とした単年度の新規発生率に注目した検

討や予防指導介入効果についての検討は少ない．筆

者らは，超音波検査，身体特性検査とストレッチな

どの予防指導を併用した野球肘検診を市内の小中学

生野球選手全員に 4 年間継続して行ってきた．連続

受検者の検診結果から野球肘所見の単年度新規発生

頻度の推移と予防介入の効果について検討した．

【対象と方法】

　2011 年度から 2014 年度の年度末に行われた富山

県黒部市の全小中学生野球選手を対象とした野球肘

検診受検者はのべ 762 名（2011 年度 168 名，2012
年度 217 名，2013 年度 188 名，2014 年度 189 名）

であった．このうち 2011 年度 12 年度連続受検者

は 136 名，2012 年度 13 年度連続受検者は 135 名，

2013 年度 14 年度連続受検者は 128 名で，これらを

検討対象とした．

　検診は，超音波検査，紙面アンケート，身体所見

の 3 項目で，超音波検査は肘の内外側および後方か

ら探索子をあて，小頭部を石崎らの分類
1)
により，

内側部を渡辺らの方法
2)
により施行，それぞれ I ～

III，type 2 ～ 4 を呈するものを陽性とした．紙面ア

ンケートは，学年，守備位置，シーズン中の肘や肩

の疼痛の有無，肘以外の外傷疾病の有無，前年受検

者においては前年に指導した予防法の実施状態など

を記入させた．守備位置は小中学生の場合複数行う

場合もあるので各自が主に担当する守備位置の上位

3 つを記載させた．身体所見では理学療法士および

健康運動指導士により，肘の可動域や圧痛部位，内

外反不安定性，前腕タイトネストの有無，肩および

股関節の回旋角度，ハードル姿勢の可否を調査した．

　毎年度介入している予防指導は，前腕から肘の手

根屈筋群や回内筋群のセルフストレッチ法，肩およ

び股関節の内旋域拡大のためのストレッチ法を中心

としたもので検診後に直接指導している．

　検討項目は以下のとおりである．

（1）検診各年度の超音波検査有所見率

（2）単年度新規所見発生率とその推移：以下の 3 つ

の比率を算出し年次変化を検討した．すなわち前年

度に内側部，小頭部ともに所見がなかったが，次年

度にいずれかが有所見となった選手の比率，前年度

に内側部のみ有所見であったが次年度には小頭部に

も所見陽性となった選手の比率，前年度小頭部に所

見がなかったが次年度小頭部が有所見となった選手

比率である．年次間の比較には Fisher の正確検定を

用い，P ＜ 0.05 をもって有意差ありと判定した．
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図 2　2012 年度～ 2014 年度各年度の受検者の
     超音波有所見者

図 1　
  a: 肩の内旋制限の判定
    手指が接地しないものを内旋制限ありと判定
　b: 股関節内旋制限
    仰臥位で股屈曲 90 度膝屈曲 90 度として内旋

（3）単年度新規所見発生者の守備位置と学年の特徴：

検討期間全体の単年度新規所見発生者と非発生者に

おいての紙面アンケートで記した守備位置の上位 2
つに投手が含まれている選手を「投手」とし含まれ

ない選手と単年度新規所見発生（前年度内側部小頭

部いずれにも所見がなかった選手が次年度いずれか

の部位に所見が発生した）率を比較した．捕手につ

いても同様に検討した．また上位 3 つに投手または

捕手が含まれない選手を「野手のみ」としそうでな

い選手とこの比率を比較した．これらはいずれも χ
二乗検定で P ＜ 0.05 をもって有意差ありと判定し

た．さらに，新規所見発生者の学年分布を調べた．

（4）単年度新規所見発生者と肩・股関節内旋との関

連：肩の内旋制限の有無，股関節の内旋制限の有無

との関連を調べた．肩内旋制限は仰臥位で肩外転

90 度肘屈曲 90 度として内旋したときに手指が床に

接地しないものを内旋制限ありとした（図 1）．股

関節内旋制限は，仰臥位で股関節屈曲 90 度膝関節

屈曲 90 度として内旋させ，左右いずれかの角度が

45 度未満のものを内旋制限ありとし，単年度新規

所見発生選手と非発生選手の比率を比較した．これ

らはいずれも χ二乗検定で P ＜ 0.05 をもって有意

差ありと判定した．

a

b

【結　　果】

（1）検診各年度の有所見率の推移：2012 年度から

2014 年度の各年の検診者における所見陽性者の頻

度を図 2 に示す．内側のみの有所見者の比率はそれ

ぞれ 36.9%，34.0%，28.0% と減少傾向にあったが

小頭部の有所見者の比率は 4.6%，4.8%，4.2% とほ

ぼ横ばいであった．

（2）単年度新規所見発生率とその推移：検討項目で

述べた 3 つの比率はいずれも調査 2 年目時に比べて

調査 4 年目の比率はほぼ半減していた．（図 3，4，5）
とりわけ前年度小頭部に異常がなかった選手で次年

度小頭部に所見が発生した頻度は 3 回の調査で年々

減少していた（図 5）．
（3）単年度新規所見発生者の守備位置と学年の特徴：

単年度新規所見発生は小学校 5 年生で最も多くみら

れた（図 6）．守備位置との関連では，そのシーズ

ン中，投手および捕手であったものがそうでないも

のに比べ有意に高かった（図 7）．また主な守備位

置の上位 3 つに投手や捕手が入っていなかった選手

はそうでない選手に比べ有意に新規所見発生者が少

なかった．

（4）単年度新規所見発生者と肩・股関節内旋との関

連： 2012 年度，2013 年度，2014 年度の各調査で肩

内旋制限の有無，股関節内旋制限の有無と単年度新

規所見発生の関連を検討したところ，2012 年調査

時，肩内旋制限のある選手で新規所見発生が有意に

多い結果となった（図 8）が，他年度では明らかな

関連を認めなかった．
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図 3　前年度に内側部小頭部ともに所見がなかったが翌年
      にいずれかの部位に所見が発生していた選手の比率

図 4　前年度に内側部にのみ所見があった選手で翌年に
     小頭部にも所見が発生した選手の比率

図 5　前年度に小頭部に所見がなかった選手
     （内側所見の有無は問わない）で翌年に
     小頭部に所見が発生した選手の比率

図 6　単年度新規所見発生者の所見発生学年

図 7　単年度新規所見発生者と守備位置の関連

  図 8　	肩内旋制限の有無による単年度新規所見
     	 発生率の相違
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【結　　語】

・市内小中学生野球の全チーム全選手を対象とした

予防指導介入型野球肘検診を経年的に行い，連続受

検者のデータから単年度新規所見発生率の推移を検

討した結果，一次予防効果が乏しいと考えられてい

た小頭障害所見新規発生率の経年的減少が確認でき

た．新規所見発生は学年では小学校 5 年，守備位置

では投手捕手で多く見られた．

・検診精度の向上や予防指導介入効果を判定するた

めには，「単年度の新規発生率に注目する」，「地域

内全選手を対象とする」コンセプトが重要と考える．

・予防指導介入型野球肘検診が新規所見発生率を減

少させる可能性が示唆されたことは，野球肘検診事

業や予防介入の啓発の上でも意義があると思われ

た．
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　【考　　察】

　成長期の野球肘障害のうち主に画像所見を呈する

代表的なものとして肘内側部の内側上顆障害，外側

部の離断性骨軟骨炎などの小頭障害があげられ，早

期発見するための野球肘検診が全国的に行われるよ

うになっている．とりわけ肘の機能障害遺残が危惧

される離断性骨軟骨炎では早期発見の重要性から超

音波検診が広く行われるようになり，その所見発見

率は 1.59 ～ 4.8%2-5)
と報告されている．また，内側

上顆障害所見も遷延する運動制限の一因になるこ

とから重視されており検診での有所見率は 33.3 ～

49.2% と報告されている
2-4,6)

．しかし，超音波有所

見が必ずしも小頭障害や内側上顆障害を意味するわ

けではなく，その判定には慎重を要する．本検討で

は全年度において超音波での小頭部有所見者全例に

X 線と MRI 検査を二次的に施行しており，MRI で
もいずれも輝度変化を含め何らかの所見があったこ

とを確認している．それでも病的意義については継

続追跡の必要があり，超音波有所見率と小頭障害や

内側上顆障害の有病率とは区別する必要がある．

　過去の野球肘検診報告では，対象が高学年やレ

ギュラー選手に限られたり各チームや選手の意志に

任されて行う場合も多く母集団を全選手とした正確

な有所見率の検討は少なく，連続受検者のデータ

から算出する新規所見発生率の検討もまれであっ

た
7)
．また，股関節や肩関節柔軟性低下の肘障害へ

の関与を示唆する報告
8,9)

が見られるが，是正指導

が実際に野球肘の発生率を下げた報告
10)

も少ない．

さらに離断性骨軟骨炎については，力学的負荷以外

に内的要因の関与が大きく一次予防は困難であると

の指摘
11)

もある．

　今回報告した予防指導介入型の野球肘検診結果の

推移を見ても各年度の有所見率は内側部は徐々に減

少しているが小頭部は変化がなかった．しかし単年

度新規所見発生率の推移をみると小頭部所見の発生

が年々減少していることがわかった．この結果は内

的要因が関与する小頭部障害に対しても予防指導介

入効果はある程度期待できる可能性を示唆する．し

かし症例数がまだ少なく，有意差のある減少にまで

は至っていないことから引き続き検診事業の継続と

充実化，対象拡大が重要と考える．

　股関節や肩関節柔軟性低下と肘の超音波所見新規

発生の関連は今回一部の年度以外では明らかではな

かったがこのことは検者側の判定再現性の問題も考

えられ，より簡便で客観性に優れる判定項目を検討

しなければならない．


